
 

 

MSCI ESG Research LLC  

Gender Diversity in Japan Report 2023 | 2023年 12 月 

 

MSCI.COM | PAGE 1 OF 8 © 2023 MSCI Inc. All rights reserved. Please refer to the disclaimer at the end of this document. 

 

Gender Diversity in Japan Report 2023 
2023 年 12 月 

MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）の構成銘柄は、性別多様性スコアを基準として選定されている。性別多様性スコアは、5 つの性別多様性パフォーマン
ス指標：（1）新規採用者に占める女性の割合および（2）従業員に占める女性の割合（人材獲得に関する指標）、（3）女性従業員と男性従業員の平均勤
続年数の差（定着に関する指標）、（4）管理職に占める女性の割合および（5）取締役に占める女性の割合（昇進に関する指標）に加え、2 つの性別多様
性の実践に関する指標：（1）従業員多様性方針および経営陣による監督、（2）従業員の多様性向上を目的としたプログラムの有無、で計測される1。 

• MSCI ジャパン Investable Market Index（IMI）トップ 700 指数2の構成銘柄において、昇進および人材獲得に関する 4つの指標の中央値は 2022
年から 2023 年にかけて上昇傾向にあった（Exhibit 1）。定着に関する指標は明らかな改善傾向は示しておらず、むしろ過去 3 年間の間に数値が上下
していることから、同指標については昇進や人材獲得に関する指標ほど企業が注意を払っていない可能性を示唆している。  

• 日本政府は開示要件を拡大しており（3 ページ参照）、弊社の分析でも企業開示に改善が見られた。5 つのパフォーマンス指標全てを開示している企業
の割合は、2022 年から上昇し 2023 年には 50％を超えた。 

Exhibit 1: 性別多様性指標の中央値（2021 年～2023 年） 

 

 
1 スコアリングメソドロジーの詳細は以下ご参照：“MSCI Workforce Gender Diversity Data Methodology.” 2023. MSCI ESG Research. 
2 本指数は MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）の親指数で、MSCI ジャパン IMI のトップ 700 の銘柄で構成されている。MSCI ジャパン IMI の構成銘柄を浮動株調整後時価総額で降順にランク

付けし、トップ 700 銘柄を選択したものが MSCI ジャパン IMI トップ 700 指数である。 

Source: MSCI ESG Research LLC, as of November 1, 2023. 注：女性取締役の中央値は、女性取締役がいない企業を除外して算出されている。特段の記載がない限り、本報告書は各年の 11 月 1 日

時点における MSCI ジャパン IMI トップ 700 指数の構成銘柄に関する性別多様性スコアおよび基礎となる性別多様性データに基づいている。 
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性別多様性スコアの概要 
2023 年は、MSCI ジャパン IMI トップ 700 指数の構成銘柄の 50%超が最大 10 のスコアのうち 4～7 のスコアに該当し、最も多くの企業が 5～6 のスコ
アとなった。2022 年は最も多くの企業が 6～7 のスコアとなっていた（Exhibit 2）。2022 年に比べて 2023 年に分布が低い方向に変化した要因の一つと
して、2023 年 3 月に実施したメソドロジー更新がある3。 世界産業分類基準 (GICS®)4 のセクターでは、金融と生活必需品セクターにおいて中央値が比
較的高く（Exhibit 3）、性別多様性スコア上位 10 社のうち半数がこの 2 セクターに属していた（Exhibit 4）。 

Exhibit 2: 性別多様性スコアの分布（2022 年～2023 年） 

 

Source: MSCI ESG Research, as of November 1, 2023. 

Exhibit 3: GICSセクター別の性別多様性スコアの中央値
（2022 年～2023 年） 

 

Source: MSCI ESG Research, as of November 1 of 2022 and 2023. 注：各セクターの中

央値は、性別多様性スコア 0 の企業を除外して算出されている。 

Exhibit 4: GICSセクター別の性別多様性スコアの上位 10社 (2023 年) 

Source: MSCI ESG Research, as of November 1, 2023. 注：各企業で開示されている全パフォーマンス指

標のスコア平均が性別多様性中間パフォーマンススコアとなる。開示がないものは性別多様性中間パフ

ォーマンススコアからディスクロージャー割引で減点され、パフォーマンススコアに反映される。ディ

スクロージャー割引は企業が開示する性別多様性パフォーマンス指標の数に応じて決まる。スコアリン

グメソドロジーの詳細は以下ご参照： “MSCI Workforce Gender Diversity Data Methodology.” 2023. 

MSCI ESG Research.

 
3 各 5 つの性別多様性パフォーマンス指標のスコア算出で使うパーセンタイルバンドの範囲は、これまで 2017 年 7 月時点のパフォーマンス指標に基づいていたが、実際のパフォーマンストレ

ンドを反映することが困難であったため、直近年のパフォーマンス指標をパーセンタイルバンドの範囲の算出に使うというメソドロジー更新を 2023 年 3 月に実施した。 
4 GICS は、MSCI と S&P Global Market Intelligence が共同で開発した世界産業分類基準である。 

Rank Company GICS Sector 
Gender 

Diversity 
Score 

Women 
in New 
Hires 
(%) 

Women in 
Total 

Workforce 
(%) 

Difference 
in 

Employment 
Years (%) 

Women in 
Senior 

Management 
(%) 

Women 
on 

Board 
(%) 

1 Shiseido 
Consumer 

Staples 
9.3 56.7% 81.3% 5.6% 36.0% 30.0% 

2 Takashimaya 
Consumer 

Discretionary 
9.1 56.3% 56.1% 13.1% 29.7% 25.0% 

3 Sompo Financials 8.7 70.4% 65.5%  29.1% 25.0% 

3 Wacoal 
Consumer 

Discretionary 
8.7 90.8% 90.5%  27.3% 28.6% 

3 FANCL 
Consumer 

Staples 
8.7 53.0% 62.2% -5.4% 47.1% 22.2% 

6 
Prestige 

International 
Industrials 8.6  70.7%  35.0% 50.0% 

6 Recruit Industrials 8.6  51.3%  39.4% 37.5% 

8 Chiba Bank Financials 8.5 44.1% 42.6% -13.0% 27.2% 33.3% 

8 
MS&AD 

Insurance 
Financials 8.5 62.7% 53.9% -12.1% 17.5% 27.3% 

10 en Japan Industrials 8.4  47.5% 5.6% 20.9% 25.0% 

10 Raksul Industrials 8.4  41.8% 42.9% 12.2% 37.5% 
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法規制の進展  
日本政府は近年、性別多様性関連の開示要件のスコープを拡大している5。 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）は、
企業に対して性別多様性関連指標の開示を求めているが、企業は政府が示した広範な指標の中からいくつかを選んで開示すれば良いとされていた。 

2022 年 7 月の改正では、男女の賃金の差異の開示が必須となった（Exhibit 5）。男女の賃金の差異は、現在弊社の性別多様性スコアのメソドロジーには
含まれていないものの、こうした法規制の進展は企業の開示に向けた取り組みをさらに改善する可能性がある。  

Exhibit 5: 日本の企業への性別多様性に関する開示要件の進展 

法規制 日付 ステータス 要件 

女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律 

2016 年 4 月 施行 
301 人以上を雇用する事業主は従業員の性別多様性推進に向けた取り組みを測るための 14 指標の

うち少なくとも 1 つを開示しなければならない。 

2020 年 6 月 改正版施行 

301 人以上を雇用する事業主は 2 つの区分（女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供と、

職業生活と家庭生活との両立）からそれぞれ少なくとも 1 つの指標を 2020 年 6 月から開示しなけ

ればならない。  

101 人以上を雇用する事業主は 2 つの区分から少なくとも 1 つの指標を 2022 年 4 月から開示しな

ければならない。 

1 つ目の区分は新規採用者に占める女性の割合や全従業員に占める女性の割合、管理職に占める女

性の割合などの指標を含み、２つ目の区分は女性従業員と男性従業員の平均勤続年数の差などの指

標を含む。 

2022 年 7 月 改正版施行 
301 人以上を雇用する事業主は次の事業年度の開始後 3 か月以内に男女の賃金の差異を開示しなけ

ればならない。 

企業内容等の開示に関する内

閣府令 
2023 年 1 月 改正版施行 

2023 年 3 月期決算企業から、女性活躍推進法の規定による公表を行う場合は男女の賃金の差異な

どの情報を有価証券報告書に記載しなければならない。 

 

Source: Ministry of Health, Labor and Welfare. The Act on Promotion of Women’s Participation and Advancement in the Workplace (accessed on November 20, 2023). Financial Services Agency. 

Disclosure on sustainability information (accessed on November 20, 2023). 

  

 
5 ここで、あるいは本報告書のいずれにおいても、すべての参照情報は「現状のまま」提供されており、法的な助言やいかなる拘束力を有する解釈を構成するものではない。規制や政策に準拠す

るいかなる施策を講じる際も、必要に応じて、読者自らが法律相談および／または該当当局との協議を行うべきである。 
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性別多様性指標の開示 
2023 年 11 月時点の MSCI ジャパン IMI トップ 700 指数の構成銘柄において、5 つのパフォーマンス指標のうち 1 つしか開示していない企業の割合は過
去 3 年間で減少傾向にあり、5 つの指標全てを開示する企業の割合は 2022 から増加して 2023 年には 50%を超えた（Exhibit 6）。

Exhibit 6: 開示している性別多様性指標の数ごとの企業の割合

（2021 年～2023 年） 

 

Source: MSCI ESG Research, as of November 1, 2023. 

Exhibit 7: 企業が開示している性別多様性指標の割合（2022 年～

2023年） 

 

Source: MSCI ESG Research, as of November 1, 2023. 
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性別多様性推進に向けた実践の改善 
パフォーマンス指標は従業員の性別多様性に関する企業の進捗状況を測定する上で有用だが、従業員の多様性向上に関する企業の取り組みや意図を精査す
ることで、企業が改善に向けてどのように取り組んでいるのかを評価することができる。性別多様性スコアの決定にあたっては、パフォーマンス指標に加
えて実践に関する 2 つの指標（従業員多様性方針および経営陣による監督、従業員の多様性向上を目的としたプログラムの有無）についても評価してお
り、過去 3 年間でこの 2 つの指標両方について改善が見られた（Exhibit 8 および 9）。 

Exhibit 8: 従業員多様性方針および経営陣による監督（2021 年～2023年） 

 

Source: MSCI ESG Research, as of November 1, 2023. 

Exhibit 9: 従業員の多様性向上を目的としたプログラム（2021 年～2023 年） 

 

Source: MSCI ESG Research, as of November 1, 2023.  
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男女の賃金の差異に焦点 
上述の通り、最近の法規制の進展により企業は男女の賃金の差異を含む
より多くの性別多様性に関する指標を開示することが求められている6。
岸田首相の「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」では、
「男女間賃金格差の是正等を通じた経済的自立等、横断的に女性活躍の
基盤を強化することで、日本経済・社会の多様性を担保し、イノベーシ
ョンにつなげていくことも重要」とされている7。 

現在、男女の賃金の差異は MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）の構成銘
柄選定に使用される性別多様性スコアの算出において考慮されていない
が、301 人以上の事業主に対して開示を義務付けるという政府の動きを
受けて、MSCI ジャパン IMI トップ 700 指数の構成銘柄ついてのデータ
を調べた。2023 年 9 月時点でおよそ 550 社が男女の賃金の差異のデー
タを開示していた。正規労働者および非正規労働者を含む全従業員につ
いて、男女の賃金の差異の平均は約 66%であった。これは、平均で男性
が 1 ドル稼ぐのに対して女性は 66 セント稼いでいるということを意味す
る。 

また、この男女の賃金の差異の開示データが、企業がいかに従業員を引
き付け、維持し、育成しているのかに関する弊社の評価とどのように関
連しているかについても調査した。Exhibit 10 で全セクター平均（赤い
点）の Y 軸の値が正の値となっていることで示されるように、概して男
女の賃金の差異が小幅な企業は人的資本開発キーイシューのマネジメン
トスコアが比較的高かった8。スコアの違いは特に一般消費財・サービス
や情報技術、素材、エネルギーといったセクターで大きく見られた。こ
れらのセクターは全セクター平均に比べて男女の賃金の差異も比較的小
幅であった。 

 

 

 

 
6 女性活躍推進法は男性の賃金に対する女性の賃金の割合を 3 つの労働者の区分（正規労働

者、非正規労働者、全ての労働者）ごとに開示することを求めている。  
7 Cabinet Secretariat. “Grand Design and Action Plan for a New Form of Capitalism 2023 

Revised Version.” June 16, 2023. 

Exhibit 10:  ESG格付けの人的資本マネジメントの評価と男女の賃金の
差異の関連性  

 

Source: MSCI ESG Research, as of September 2023. 注：バブルの大きさは各セクターの従

業員数が占める割合（各セクターの従業員数の合計÷調査対象企業全体の従業員数の合計）

を示している。 

この分析は因果関係を証明しようとするものではなく関連性を調査した
ものである。  

• 資本財・サービスセクターは調査対象（MSCI ジャパン IMI トップ
700 指数）に占める従業員数の割合が最も高いが、男女の賃金の差異
は全セクター平均よりも大きかった。 

• 金融セクターは全セクターの中で最も男女の賃金の差異が大きかっ
た。 

  

8 人的資本開発は MSCI ESG 格付けモデルの社会ピラーに含まれるキーイシューで、企業が

高スキル人材をどれくらい必要としており、またそうした人材の獲得、維持、育成について

どのような取り組みを行っているかについて評価している。MSCI ESG 格付けメソドロジー

および ESG キーイシューのメソドロジー詳細は以下ご参照：MSCI ESG Ratings 

Methodology and ESG Key Issue Methodology for details. ESG Ratings Methodology - MSCI   

人的資本開発キーイシ
ューのマネジメントス
コアの、以下２つの企
業グループ間の差異：
➀セクター平均よりも
男女の賃金の差異が小
さい企業-②セクター
平均よりも男女の賃金
の差異が大きい企業 

男女の賃金の差異（%）（女性の年間賃金÷男性の年間賃金）のセクター平均 

https://www.msci.com/esg-and-climate-methodologies
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ABOUT MSCI 

MSCI is a leading provider of critical decision support tools and services for the 

global investment community. With over 50 years of expertise in research, data and 

technology, we power better investment decisions by enabling clients to 

understand and analyze key drivers of risk and return and confidently build more 

effective portfolios. We create industry-leading research-enhanced solutions that 

clients use to gain insight into and improve transparency across the investment 

process.  

 

ABOUT MSCI ESG RESEARCH PRODUCTS AND SERVICES 

MSCI ESG Research products and services are provided by MSCI ESG Research 

LLC, and are designed to provide in-depth research, ratings and analysis of 

environmental, social and governance-related business practices to companies 

worldwide. ESG ratings, data and analysis from MSCI ESG Research LLC. are also 

used in the construction of the MSCI ESG Indexes. MSCI ESG Research LLC is a 

Registered Investment Adviser under the Investment Advisers Act of 1940 and a 

subsidiary of MSCI Inc.  

 

To learn more, please visit www.msci.com. 
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refrain from making) any kind of investment decision and may not be relied on as such, provided that applicable products or services from MSCI ESG Research may constitute investment advice. MSCI ESG 
Research materials, including materials utilized in any MSCI ESG Indexes or other products, have not been submitted to, nor received approval from, the United States Securities and Exchange Commission or 
any other regulatory body. MSCI ESG and climate ratings, research and data are produced by MSCI ESG Research LLC, a subsidiary of MSCI Inc. MSCI ESG Indexes, Analytics and Real Estate are products of 
MSCI Inc. that utilize information from MSCI ESG Research LLC. MSCI Indexes are administered by MSCI Limited (UK). 
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